
 

 

評価書（個票） 

事務・事業名 職場適応援助者養成研修 担当課 
  （担当課長） 

職業安定局雇用開発部 
障害者雇用対策課 
地域就労支援室 
（地域就労支援室長 

 田中歩） 

根拠法令等 雇用保険法施行規則（昭和 50年労働省令３号）
第 118 条の３第４項第２号ロ及び同項第３号イ

(2) 
 

類 型 講習研修 

指定等
の形態 

確認 

事務・事業の 
概要 

○事務・事業創設時の趣旨 
職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援については、障害者の就職及び職

場定着に効果的な支援として高い成果を上げており、増大するニーズへの対応が
求められている。 

このため、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構以外の民間機関で行
う研修について、厚生労働大臣が定める基準を満たす研修を職場適応援助者養成
研修として定め、ノウハウを有する民間機関を活用した職場適応援助者の養成を
促進する。 

 
○事務・事業の内容 
 職場適応援助者として必要な知識及び技能を習得させ、職場適応援助者の養成
を行う。 

 

事務・事業の 
目的 

「事務・事業の概要」を参照。 
 

 関連する 

政策目標 

－ 

 関連する 

業績指標 

－ 

 指標の 
目標値等 

－ 

法人の指定等 
の状況 

別紙のとおり。 

指定・登録等の
基準に対する 
よくあるお問い

合わせと回答 

特になし。 

料金等・積算根

拠 

－ 

事務・事業の実
績 

○実績（平成２７年度） 
養成実績 ５７１人 

 

国からの補助金
等 

特になし。 

事務・事業の見

直し状況（これ
までの検証） 

○厚生労働大臣に提出される研修の実施状況を確認し、事務・事業の確認を行っ

ている。また、厚生労働大臣が定める研修を実施する機関の各種要件、当該研修
を実施する法人に係る事項等をインターネットで公開している。 
 



 

 

 

事務・事業の必
要性等・有効性 

●事務・事業の必要性 
障害者の雇用者数が、12年連続で過去最高を更新する等、障害者雇用が着実に

進展する中、障害者の職場適応上の課題を解決し、その職場適応・定着を図るた
め、障害者本人及び事業主、同僚、家族等に対し、障害特性に応じた専門的でき
め細やかな支援を実施する職場適応援助者（ジョブコーチ）については、その有
効性が評価されるとともに、量的・質的な充実・強化が求められている。 

こうした中、職場適応援助者としての支援を行うためには、職場適応援助者養
成研修を修了していることが必要であるが、職場適応援助者養成研修については、
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構における実施のみでは、全国的に
増大するニーズに対応することは困難であることから、一定の基準を満たすもの

について厚生労働大臣が定める研修として、民間機関で実施する必要がある。 
また、職場適応援助者養成研修は一定の水準を確保する必要があるため、適正

かつ確実な実施を担保できる法人に事務を行わせる必要がある。 
 

●事務・事業の妥当性 
障害者の雇用の促進・職業の安定につながる公益性の高い事業であることを鑑

みると、職場適応援助者養成研修については、研修カリキュラム・講師等につい
て、一定の基準に適合している職場適応援助者養成機関で実施することが妥当で

ある。 
 
●事務・事業の有効性 
一定の基準を満たす研修を行う機関を養成機関としていることから、適正かつ

確実な実施が担保されることにより、均一の水準を確保する必要のある職場適応
援助者の養成に貢献している。 
 

事務・事業の執
行体制の妥当性 

○指定等を行う妥当性 
 ・仮に職場適応援助者の養成研修に関する業務を国で実施するとなれば、障害

者の就職支援や職場定着支援、職場適応援助者の援助の手法に関する十分な
経験や能力を有する職員の確保や養成が必要となることが想定され、経費等
の面で実行困難と考える。そのため、適正かつ確実に職場適応援助者の養成
研修を実施できる民間機関を定めて実施させることは妥当である。 

 
○事務・事業実施主体の適格性 
●指定等の基準の妥当性 
・障害者の雇用の促進・職業の安定につながる公益性の高い事業であることを

鑑みると、施設、設備、研修の実施方法、経理的及び技術的な基礎、研修実
施規定等の観点から適正かつ確実に実施できるものとしている厚生労働大
臣が定める基準については妥当である。 

・なお、基準に適合しなくなったとき等は、養成機関が行う研修を廃止するも

のとしており、適正な事務の実施が担保されている。 
 
●実施主体としての指定等法人の適格性 
・一定の基準を満たす研修を行う機関を養成機関としていることから、養成機

関は実施主体として適格である。 
 

評価結果の総括 

（現状分析（事
務・事業の評価）
と今後の方向
性） 

上記の評価を踏まえ、職場適応援助者の養成は定期的検証を行いながら継続す

る。 

備考  



 

 

 

別紙 

 

合計６法人 

 ・ＮＰＯ（５法人） 

 ・社会福祉法人（１法人） 

 

法人名 指定等の時期 連絡先（ＴＥＬ） 料金等・積算根拠 

ＮＰＯ（５法人） 

 ジョブコーチ・ネットワーク 平成 27 年４月１日 042-339-0191 －（料金等の設定に当

たっては国は関与し

ない） 

 大阪障害者雇用支援ネットワ

ーク 

平成 27 年４月１日 06-6949-0350 －（同上） 

くらしえん・しごとえん 平成 27 年４月１日 053-489-5828 －（同上） 

全国就業支援ネットワーク 平成 27 年４月１日 06-6704-7201 －（同上） 

なよろ地方職親会 平成 27 年４月１日 01654-3-1221 －（同上） 

社会福祉法人（１法人） 

南高愛隣会 平成 27 年４月１日 0957-35-4887 －（同上） 

 

 

 


